
7．放射線防護資機材、物資、
燃料備蓄・供給体制
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共和町役場

PAZ

PAZ内の防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制
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 茨城県は、PAZ内の関係市村のほか、消防署や放射線防護施設において、避難誘導や避難行動支
援などを行う要員のための個人線量計等の放射線防護資機材の備蓄を実施。

 緊急時には、役場職員や消防職員等が、これらの放射線防護資機材を用いて活動を実施。
 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

備蓄拠点 対象施設数

○

○

○

合 計 ○○

放射線防護施設

PAZ内市村消防署・支署

PAZ内市村役場

放射線防護施設
施設職員向けに備蓄を実施

PAZ圏内の関係町村消防署・支署
防災業務従事者向けに備蓄を実施

PAZ圏内の関係町村役場
防災業務従事者向けに備蓄を実施

特別養護老人ﾎｰﾑ
むつみ荘

岩内町役場

泊村役場

泊支署

岩内消防署

共和支署

共和町保健福祉ｾﾝﾀｰ

養護老人ﾎｰﾑ
むつみ荘

みのりの里

※共和町及び岩内町は、PAZ圏外にある各拠点で放射線防護資機材の備蓄を実施。

個人線量計

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ

きょうわちょう

きょうわちょう

きょうわ

とまりむら

とまり

いわないちょう

いわない

いわないちょうきょうわちょう
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差し替え
（イメージとして他地域のものを記載）



UPZ内の防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

 UPZ内の関係市町では、防災業務従事者のための放射線防護資機材を備蓄。各関係市町の資機材が不足する場合には、○○○か

ら供給を実施。

 UPZ内住民の一時移転等を担うﾊﾞｽ事業者等には、放射線防護資機材を配布。なお、平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修
を定期的に実施。

放射線防護資機材
後方支援拠点（北海道庁）

住民の一時移転等実施

PAZ

UPZ

（凡例）

：放射線防護資機材後方支援拠点 ：車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ

車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ

車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ

北海道庁

後志総合振興局

：
放射線防護資機材備蓄拠点
兼 車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ

ﾊﾞｽ事業者等
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車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ※

調整・
搬送

放射線防護資機材備蓄拠点
兼

車両中継ﾎﾟｲﾝﾄ※

（後志総合振興局）

携行

連絡
調整

受取

ﾊﾞｽ事業者等は、車両中継ﾎﾟｲﾝﾄで資機材
の受取りを実施。

搬送

※車両中継ﾎﾟｲﾝﾄは、避難退域時検査場所や
その近傍に設置することとしている。

＜ﾊﾞｽ事業者等に対する放射線防護資機材の配布体制＞

しりべし

しりべし

（7-2）

差し替え
（イメージとして他地域のものを記載）



原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害発生時に
おける事業者間協力協定」を締結。

 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事
業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着

原子力災害発生時における事業者間協力協定（平成26年10月10日）

【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、
中国電力、四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】

原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、
原子力災害の拡大防止および早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞおよび周辺区域の汚染検査・汚染除去
に関する事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ
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データの確認
（イメージとして他地域のものを記載）

原電・東電間
の協定内容を

追加



関係市町村における行政備蓄

関係町村の生活物資の備蓄状況

※1：主食：乾ﾊﾟﾝ、米、ｱﾙﾌｧ化米、ｸﾗｯｶｰ、ﾊﾞﾗﾝｽ栄養食、ｲﾝｽﾀﾝﾄ麺類、その他食料の合計値。副食：缶詰、その他食料の合計値。
※2：上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、常備薬、炊き出し用具等、避難生活に必要な物資等を準備している。
※3：上記の数量は、H○.○.○時点で関係市町村が把握している数及び平成○年度購入予定分を含む暫定値。

 緊急時に備え、関係市町村では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じる事態と
なった場合、茨城県が調整を行い、県内の全市町村や物資供給等に関する協定を締結している民間
事業者等の協力を得て、食料及び生活物資等を融通・供給。
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備蓄物資
種類

関係市町村

東海村 日立市
ひたちなか

市 那珂市 水戸市
常陸太田

市 高萩市 笠間市
常陸大宮

市 鉾田市 茨城町 大洗町 城里町 大子町

主食
（食）

○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○

副食
（食）

○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○

毛布・寝袋
（枚・組）

○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○ ○○○

ﾄｲﾚ

簡易
型

（台）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

携帯
型

（個）
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ひたちしとうかいむら なかし ひたちおおみや ほこたし しろさとまちいばらきまち だいごまちかさましたかはぎしひたちおおたみとし
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おおあらいまち



茨城県の物資供給等に関する協定締結状況

 関係市町村及び避難先市町村から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認め
られる状況になった場合に備え、茨城県は、「災害時における物資の供給に関する協定」等を民間企
業等と締結。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況
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協定の種類 内容 締結民間企業等

災害救助に必要な物資の調達
に関する協定書等

災害時における応急対策物
資供給等

茨城県医薬品卸業組合、ｲﾄｳ製菓（株）、ﾔﾏﾀﾞｲ（株）、日清食品
（株）、茨城県生活協同組合連合会、（株）ｶｽﾐ、茨城県牛乳協同
組合、（一社）茨城県高圧ｶﾞｽ保安協会、（一財）茨城県学校給
食会、寺島薬局（株）、（株）北関東ﾘﾈﾝｻﾌﾟﾗｲ、（株）ﾚﾝﾀﾙのﾆｯｹ
ﾝ東関東支店、（株）ｼﾞｮｲﾌﾙ本田、（株）山新、ｲｵﾝ（株）関東ｶﾝﾊﾟ
ﾆｰ、（株）ｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ･ｼｬﾊﾟﾝ、ｲｰﾄﾞﾘﾝｺ関東（株）、（株）ｶｲﾝｽﾞ、
NPO法人ｺﾒﾘ災害対策ｾﾝﾀｰ、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ（株）、（株）ﾛｰｿﾝ、
（株）ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ、茨城県自動販売機関連協議会

災害時における石油類燃料の
供給等に関する協定書

大規模災害時において、
緊急通行車両への優先給
油等

茨城県石油業協同組合

災害発生時等の物資等の緊
急・救援輸送に関する協定書

災害発生時における緊急・
救援物資等輸送

（公社）茨城県ﾄﾗｯｸ協会、北海道旅客船協会、北海道地区ﾚﾝﾀ
ｶｰ協会連合会、全日本空輸（株）、日本航空（株）、（株）ｼﾞｬﾙｴｸ
ｽﾌﾟﾚｽ、（株）ｼﾞｪｲｴｱ、日本内航海運組合総連合会、（株）AIRDO
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※物資備蓄数は概数

 PAZ内からの避難住民約79,900人の受入れ時には、茨城県と災害時協定を締結している指定業者等からの流通備

蓄と受入先自治体による備蓄のほか、〇〇〇〇に備蓄された物資（生活用品等）を、〇〇〇〇の協力を得て、避難
先に搬送する。

 茨城県及び関係市村が備蓄している物資が不足する場合、茨城県から、原子力災害対策本部に対し物資調達の
要請を行う。

PAZ内避難時の物資備蓄・供給体制

PAZ住民避難先
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PAZ

UPZ

合 計 ○○○人

日本赤十字社北海道支部備蓄
・毛布：2,866枚
・緊急ｾｯﾄ（携帯ﾗｼﾞｵ、懐中電灯等）：689個
・安眠ｾｯﾄ（ﾏｯﾄ・枕等）：1,914個

避難元
市村名

避難先施設名 避難受入人数

東海村 ○○○ ○○○人

日立市 ○○○ ○○○人

ひたちなか市 ○○○ ○○○人

那珂市 ○○○ ○○○人

協定の種類 内 容

茨
城
県

災害救助に必要
な物資の調達に
関する協定書等

災害時における
応急対策物資
供給等

茨城県の協定による流通備蓄
・食料品、飲料水、日用品、衣料品
・その他泊村及び共和町が指定する物資

ｱﾊﾟﾎﾃﾙ&ﾘｿﾞｰﾄ<札幌>

ﾙｽﾂﾘｿﾞｰﾄ

さっぽろ

とうかいむら

ひたちし
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差し替え

（イメージとして他地域のものを記
載）

なかし



物資集積拠点地域・一時集結拠点

物資集積拠点地域
（○○○、○○、○○○○、○○○の○地域）

・避難・屋内退避住民に対する政府の供給食料・物
資の集積

・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体等による食料・物資の集積
・ｵﾌｻｲﾄ対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射
線防護資機材

・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報） 等

一時集結拠点
（○○、○○の○拠点）
・屋内退避住民への食料・物資の供給
・緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ資機材及び放射線防護資機材の供給
・地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種
要請
・原子力災害対策重点地域への入域に必要な情報提
供等

・災害関係情報（道路情報、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報） 等

要調整
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PAZ

UPZ

物資集積拠点地域

(室蘭港周辺地域)

避難先

一時集結拠点

避難先

一時集結拠点

物流専門家の派遣
・協定事業者から道災害対策本部や物資集積拠点に派遣
・物資の保管や、荷さばき等に対する助言・指導

物資集積拠点地域

(苫小牧港周辺地域)

物資集積拠点地域

(丘珠空港・新千歳空港周辺地域)

物資集積拠点地域

(小樽港・石狩湾新港
周辺地域)

おたるこう いしかりわんしんこう

おかだまくうこう しんちとせくうこう

とまこまいこう

むろらんこう

（7-7）

差し替え

（イメージとして他地域のものを記
載）



物資関係省庁

関係業界団体等

民間企業

地方公共団体
による行政備蓄

一時集結拠点等

物資集積拠点

PAZ内 UPZ内 UPZ外

国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

調整

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

 茨城県及び関係市町村が備蓄している物資が不足する場合、茨城県及び関係市町村から、原子力災害対策本部
に対し物資調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、原子力
災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、または
要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、物資集積拠点への物資搬送を行う。
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ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

（茨城県原子力ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

原子力災害対策本部

（首相官邸）

避難先

（7-8）

屋内退避施設 屋内退避施設等

茨城県災害対策本部
関係市町村災害対策本部



国による物資（燃料）の供給体制

 茨城県及び関係市町村が備蓄している燃料が不足する場合、茨城県及び関係市町村から、原子力災害対策本部
に対し燃料調達の要請を行う。

 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、原子力災
害対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等に調
達要請を実施し、原則として製油所・油槽所から一時集結拠点等への搬送を行う。

子ミスター

経済産業省関係業界団体等

製油所・油槽所

UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

燃料調達の要請

中核SS等

民間企業等

一時集結拠点

調整

※緊急車両の
優先給油等
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原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

要請を伝達
調達・供給
の調整

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

（茨城県原子力ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ）

原子力災害対策本部

（首相官邸）

避難先
PAZ内 UPZ内

（7-10）

屋内退避施設 屋内退避施設等

茨城県災害対策本部
関係市町村災害対策本部



主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等
一般薬、紙おむつ、

ﾏｽｸ 等

日本OTC医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省
ﾊﾟﾝ、即席めん類、
おにぎり、缶詰 等

各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設ﾄｲﾚ、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、
毛布 等

什器・備品ﾚﾝﾀﾙ協会、
日本家庭紙工業会、
日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ｶﾞｽ等） ｶﾞｿﾘﾝ、軽油 等
石油連盟、全国石油商業組合連合会、

独立行政法人石油天然ｶﾞｽ・
金属鉱物資源機構（JOGMEC） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省
貸出用災害対策用移動通信機器

（衛星携帯電話、MCA端末、簡易無線機）を備蓄

 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画
第2編各災害に共通する対策編に基づき実施。

91※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P.○○の体制に基づき実施。
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